
 1

公 明 党 要 望 項 目 一 覧 
平成２５年度１１月補正分 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

環境立県を目指し再生可能エネルギーへのシフトを強力

に進める本県をＰＲするためにも、県知事公舎に太陽光発

電装置を設置または屋根貸しをすること。 

知事公舎は、南側に山があり樹木も繁茂しているため、太陽光発電の設置には不向きなうえ、正面

から南側の屋根面が見えずＰＲ効果も少ないと考えている。 

県有施設の中で再生可能エネルギー設備の設置をよりアピールできるような場所を抽出して検討

したい。 

今年は台風や集中豪雨、竜巻など災害が多く発生してい

る。災害対策、防災・減災の必要性が高まっている。平成

２５年度当初予算に向け要望を行ったところであるが、鳥

取県においても自然災害の発生に備え中山間地域をはじ

め県内の危険箇所のハード面、ソフト面において早急に総

点検、見直しに取り組むこと。 

災害復旧事業、防災・減災に係る河川改修や砂防施設などのハード対策、警戒避難体制の充実のた

めの災害情報の迅速・的確な情報提供などのソフト対策について、平成２４年度経済対策予算とあわ

せて、平成２５年度当初予算において計画的に実施し、県土の強靱化に向けて積極的に取り組んでい

るところである。また、このたびの７月１５日豪雨を受け、道路、河川、治山・砂防などの施設につ

いて点検を実施し、特に緊急性の高い箇所の防災・減災に係る維持修繕工事や、平成２６年度の治山・

砂防の事業化に向けた調査を行っている。 

また、今年７月から８月にかけて本県で発生した局所的な集中豪雨に係る対応についての県・市町

村合同の検証会議（８月２６日、２７日開催）、市町村長等防災危機管理トップセミナー（１０月１

１日開催）、東京都大島町の台風２６号対応の課題等を踏まえた注意喚起（１０月２１日通知発出）

等により、市町村における段階的な避難準備、勧告、指示の早目の発出、具体的かつ客観的な数値基

準（土砂災害警戒情報、降雨量、河川の水位など）を用いた避難勧告等の判断基準の策定を働きかけ

るなどソフト対策の充実強化を図っている。 

改正臓器移植法が施行されたが、腎移植の総数は期待し

ていたほど増えていない。腎移植（生体腎移植と死体腎移

植）のうち脳死後の腎移植は注目を浴び進んでいるが、心

停止後の移植が減少している。心停止後の移植についても

県民に関心を持ってもらい、県内での腎移植をすすめるこ

と。 

県では、公益財団法人鳥取県臓器・アイバンクと連携して、臓器提供希望に対する医療機関の体制

整備を進めると共に、心停止後の移植を含めた移植医療に対する理解を促進するため、「グリーンリ

ボン公開講座」の開催、毎年１０月の臓器移植普及推進月間に合わせた街頭キャンペーン、ＪＲの車

内額面広告やＪＲ時刻表などのＰＲ広告の掲載及び公民館、中学校、高校への学習会講師の派遣など、

県民への広報・啓発活動を進めている。 

また、今年６月、８月には特定非営利活動法人日本移植者協議会等が主催する移植に関する市民公

開講座が開催されるなど、関係団体による県民への移植医療の理解促進に向けた取組も進められてお

り、県としても引き続き、鳥取県臓器・アイバンクや県内の移植関係者と連携し、県民に移植医療に

ついて考えていただくための取組を進めていきたい。 

がん対策の重要性を示すためにも、がん専用サイトの見

直しを早急に行い、県のホームページのトップにがん対策

の専用サイトの開設を急がれたい。 

県ホームページトップから本県がん対策専用サイトへ直接アクセスできる仕組みについては、設

定済みである。 

また、がん専用サイトの見直しについては、県民にとってよりわかりやすく、より有益な情報発信

を目指し、県政参画電子アンケートを活用しながら県民から御意見を頂き、それらを参考に本年度中

に見直すこととしている。 

日本初となる全国地どりサミットの成功へ向けてしっか 来年度、県内で「全国地どりサミット」を開催する計画があることは承知している。現在、関係
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りと支援すること。また有名地どりも含め全国の地どりの

多くを招聘し、賑やかなサミットにすること。 
者が具体的な内容や実施体制を検討されているところである。これらの検討結果を踏まえ、平成２

６年度当初予算編成過程において、県の対応を検討する。 

山陰海岸世界ジオパークについて以下の点に取り組むこ

と 

 １ 隠岐ジオパークとの連携をすすめること。 

 ２ 来年の再審査へ向けて十分な対応をすること。 

 ３ その際、鳥取市青谷町までの対象拡大が認定される

よう、必要な対策を行うこと。 

 ４ 日本ジオパークへの加盟が３２地域と増えてきた。

さらに１５地域が今後の加盟に向けて取り組んでい

る。複数府県にまたがるジオパークの知事として、全

国のジオパーク所在の知事に連携を呼びかけ、ジオパ

ークを活用した地方の活性化の動きを大きくするこ

と。 

現在、隠岐ジオパークとは相互の地域を巡るスタンプラリーの実施や、旅行雑誌等メディアへの共

同広告、両地域ガイドの交流会などを実施してきており、引き続き両ジオパークの連携を強化して情

報発信や観光集客に努めたい。 

平成２２年１０月の認定の際に世界ジオパークネットワークから出されていた組織体制の強化を 

はじめとした改善指摘事項についても着実に対応してきているほか、再審査に向けてこれまでの活動

の実績や成果などをとりまとめているところであり、万全を期して臨む所存である。 

 エリア拡大については、本年５月の山陰海岸ジオパーク推進協議会総会の承認を経て、今年度に予 

定されている日本ジオパークの再審査に向けて１０月に申請書を提出したところである。一方、９月

には鳥取市青谷町でエリア拡大を目指した「山陰海岸ジオパークエリア拡大フォーラム」が開催され、

地元の気運も高まってきているところであり、今後当該地域でのジオパークの取組を支援することと

している。 

国内各地のジオパークの魅力を紹介する「ジオパークワンダーランド展」が、日本ジオパークネッ 

トワークの主催により１１月から１２月に東京で開催されるなど、国内のジオパーク地域連携に積極

的に取り組んでいるところである。全国のジオパーク所在の知事との連携については、市町村単位の

ジオパークもあり都道府県によって事情が異なることから、関係都道府県と相談してみたい。 

鳥取大砂丘の西側エリア、多鯰ヶ池が十分活用されてい

ない。東側エリアに偏った利活用ではダイナミックな大砂

丘の世界的価値を広く宣揚することにならない。そのため、

例えば構想が進められているジオパークビジターセンター

の砂丘西側への誘致など検討すること。 

平成２４年度の環境省と関係自治体が参画した山陰海岸国立公園鳥取地域の魅力向上に向けた勉

強会及び報告会において、新たな拠点づくり（鳥取砂丘ビジターセンター（仮称））について合意が

なされ、その整備を推進するための整備基本構想を策定することとなった。 

これに基づき、平成２５年１０月１６日に環境省主催で第１回基本構想検討会が開催されたところ

であるが、設置場所等、これから具体的な議論が進められる見通しである。 

県としても、砂丘全体の活性化が図られるよう、利用実態やニーズを的確に捉え、地元関係者の意

見・要望を十分に検討・議論して計画に反映し、山陰海岸国立公園及び山陰海岸世界ジオパークの拠

点施設にふさわしい場所に、十分な機能を備えたビジターセンターを整備して頂くよう、引き続き環

境省に強く働きかけていきたい。 

米子空港６便化とスカイマーク就航に合わせて、鳥取空

港の増便を強力に働きかけること。また山陰海岸世界ジオ

パーク周遊なども視野に入れて、鳥取空港への国内外チャ

ーター便誘致などを進めること。 

 鳥取空港の増便については、国土交通省の実施する「羽田空港政策コンテスト」に１０月１５日に

応募した。また、スカイマークの新規就航を機に、山陰エリアと国内各都市、海外各都市との航空便

による交流拡大を図り、山陰全体の航空需要を拡大させることにより、鳥取空港の増便、路線拡充に

繋げていく。 

 国内チャーター便については、山陰海岸ジオパークをはじめとする観光資源を活用して、チャータ

ー便に限らず東京便を活用した乗り継ぎ利用なども視野に、航空便を利用した観光客誘致、利用者数

の拡大を図っていく。 

 国際チャーター便については、これまで実績のある台湾、ロシアなどのほか、タイなどＡＳＥＡＮ
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地域に対しても積極的にエアポートセールスを実施して誘致を進める。 

【１１月補正】 国内航空便利用促進事業 １２，０００千円 

とっとりふるさと大使は、日本国内で現在３４名と少な

く、迫力に欠ける。観光等で大きく飛躍するためにも、思

い切って各都道府県に５名～１０名、国内全体で３００～

５００名のふるさと大使を委嘱し、大きなうねりを起こす

きっかけとすること。また、ふるさと大使総会を年に１回

程度開催し、鳥取県のＰＲに役立てること。その際には交

通費の一部助成なども検討すること。 

「とっとりふるさと大使」は、県外で活躍している本県ゆかりの方で、情報発信力があり、鳥取の

魅力を意欲的にＰＲしていただける方（例えば、今年委嘱したコスプレＤＪのサオリリスさん、声優

の下田麻美さんなど）に対して委嘱している。 
今年は７名に委嘱し、例年（２３年：２名、２４年：４名）に比べても積極的に委嘱しているとこ

ろであり、今後も積極的に委嘱を図りたい。 
ふるさと大使は、鳥取の魅力を大使それぞれが個人の活動の中で発信いただくこととしており、ま

た、非常にお忙しい方が多い（芸能人も多い）ことから、総会に一同に参集することは有効とは思わ

れず考えてはいないが、県内外で行われる県のイベントへの参加などを働きかけてみたい。 
明年４月の高等部新設に向けて教育委員会による学校説

明会が開催された。しかし開催日時の周知期間も短く、当

日は会場での質問時間も短いため参加者からは十分な理解

が得られなかったとの指摘がある。 

１ 保護者への理解を深めるため再度の学校説明会を開

催されたい。 

 ２ 病弱高校生の中退者がチャレンジできるよう病弱特

別支援学校高等部の開設の周知を図られたい。 

県西部地区における病弱特別支援学校高等部設置に係る保護者への学校説明会については、９月に

行ったが、１１月１２日に再度開催した。 

 また、１１月８日に開催した県立学校長会でも、再度、病弱特別支援学校高等部設置について説明

し、中退した病弱高校生に情報を提供するよう指示した。 

教育効果の上がるＩＣＴの導入に向けた教育振興協約の

締結を推進されたい。 
ＩＣＴを活用して、教育効果が高い取組を行うためには、機器の整備だけでは十分ではなく、ＩＣ

Ｔ教育の核となって取り組む教職員の育成や機器を使いこなせる教職員の増加、教職員をサポートす

る態勢が必要と考えており、平成２６年度の教育振興協約の中に盛り込むよう検討する。 

被害者の保護策を強化した改正ストーカー規制法が１０

月３日施行された。 

改正点としては、 

 ・嫌がる相手に繰り返して電子メールを送信する行為の

規制 

 ・加害者の住所地など関係する都道府県でも警告できる

よう改善 

 ・警察が加害者に警告、その事実を速やかに被害者に知

らせ、警告しない場合は理由を書面で被害者に通知す

るよう義務付ける等。 

であり、これらの改正点を踏まえ、警察は被害者を守るた

め現場での連携を強化し被害者を出さないように取り組む

こと。 

ストーカー事案に対しては、単なる恋愛感情のもつれではなく、事態が急展開し被害者や家族の生

死に関わる重大事案に発展するおそれがあるとの認識をもって迅速・適切な保護対策を実施するよう

努めている。 
職員に対しては、警察庁主催あるいは県警察学校における研修、本部担当者が警察署に出向いての

指導、改正ストーカー規制法に関する執務資料等を通じて教養し、改正ストーカー法を効果的に活用

し、適正に執行するように努めている。 
また、相談受理に当たっては、被害者、加害者が本県或いは自署管内に所在しているか否かにか

かわらず、関係者から相談を受理した場合には、関係都道府県警察等と連携し、被害者等の安全確

保を最優先に考え適切な対応に努めていく。 
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県との契約について以下の点を改善、検討すること 

 １ ガソリンなど単価の変動が激しいものについては、

契約期間を短縮すること。 

 ２ 来年４月の消費税増税前後の契約や入札について

は、単価計算や支払い金額への消費税の影響を十分考

慮した上で十分な説明を行い、無用な行き違いや苦情

が出ないように配慮すること。 

１ 現在、公用車に給油するガソリンなどの石油製品は、鳥取県石油協同組合と単価契約を締結して

いる。そのうち、単価の変動が激しいガソリン、ハイオクガソリンについては、経済産業省資源エ

ネルギー庁が実施する市況調査（１週間単位）をもとに、週１円以上の単価変動があった場合、週

単位で変動した額だけ変更契約を締結している。このため、契約期間は現行の取り扱いで妥当と考

えている。（中国五県において、単価改定を１週間単位で行っているのは鳥取県のみ。他の４県は

月単位。） 

 

２ 平成２６年４月に消費税率が新税率となることに対応した契約や入札についての取り扱いにつ

いては、国税庁など国の取り扱いに基づくことになるので、それに沿って具体的な対応のしかたを

できるだけわかりやすく業者に説明していく。 

  また、すでに複数年契約をしているものなどに係る平成２６年４月以降の税率の適用についても

国の取り扱いに準拠するとともに、個々に税務署への照会を行うなどにより適切に説明や対応をし

ていく。 

県道２３号線、北栄町瀬戸バイパス・大誠認定保育園付

近の町道から入るバイパス交差点の勾配が急なため交通事

故も起こっており通学・通勤に不安を抱えています。道路

の勾配緩和、信号機の設置を要望いたします。 

 県道倉吉由良線（瀬戸バイパス）の整備に伴い、新たに町道との交差点形状となった箇所について

は、県、北栄町、警察が合同で現地点検を行い、現在までに、警戒標識、注意喚起看板を新たに設置

している。当該箇所の信号機設置については、交通量、交通事故発生状況、道路形状等の周辺の交

通状況を踏まえ、判断する。 

 


